
資料5－1

水島港玉島地区国際物流ターミナル・

臨港道路整備事業



 

港湾事業の再評価項目調書 
 

 事 業 名 （ 箇 所 名 ） 国際物流ターミナル・臨港道路整備事業（水島港 玉島地区） 

 実 施 箇 所  岡山県倉敷市 

 該 当 基 準  再評価実施後、一定期間が経過している事業 

 主 な 事 業 の 諸 元 岸壁（-12m）、航路・泊地（-12m）、臨港道路、ふ頭用地、荷役機械 

 事 業 期 間  事業採択  平成20年度  完了  平成35年度 

 総 事 業 費 （ 億 円 ）  559  残 事 業 費 （ 億 円 ）  135 

 目 的 ・ 必 要 性 船舶の大型化に対応するとともに、陸上貨物輸送及び内航フィーダー輸送の効率化を図るため、
国際物流ターミナル・臨港道路を整備する。なお、国際物流ターミナルは、大規模地震発生時
の輸送経路を確保するため耐震強化岸壁として整備する 

 便 益 の 主 な 根 拠 （１）外貿貨物の船舶大型化によるコスト削減、輸送ルートの変更による陸上・海上輸送の効率
化によるコスト削減便益（平成36年以降予測取扱貨物量：船舶大型化コンテナ貨物=3.4万TE
U/年、輸送ルートの変更による陸上・海上輸送の効率化＝0.9万TEU／年) 

（２）臨港道路の自動車交通円滑化便益（臨港道路:計画交通量：23,000台／日）  

 事 業 全 体 の 
 
 投 資 効 率 性 

 基準年度  平成29年度 

 B：総便益（億円） 1,315  Ｃ：総費用（億円） 624  全体Ｂ／Ｃ 2.1 

 B－Ｃ 691  ＥＩＲＲ（%） 9.0  

 残事業の投資効率性  B：総便益（億円） 156  Ｃ：総費用（億円） 123  継続Ｂ／Ｃ 1.3 

 感 度 分 析                 事業全体のＢ／Ｃ  残事業のＢ／Ｃ 
 需  要（-10％～+10％）    （1.9～2.3）   （1.1～1.4） 
 建 設 費（+10％～-10％）    （1.9～2.3）   （1.2～1.3） 
建設期間（+10％～-10％）    （2.1～2.1）   （1.2～1.3） 

 事 業 の 効 果 等 
 （１）船舶大型化への対応、及び輸送ルートの変更による陸上・海上輸送の効率化が可能とな

り輸送コストが削減されるとともに、水島地区と玉島地区を結ぶ臨港交通ネットワーク
が確保されることにより、港湾物流の時間短縮が図られ、物流コストの低減による企業
の競争力強化に寄与する 

（２）大規模地震発生時における緊急物資等の海上輸送経路が確保され、地域住民等の安全・
安心の向上に寄与する 

 社 会 情 勢 等 の 変 化 
・平成23年５月末、水島港が国際バルク戦略港湾（穀物、鉄鉱石）に選定 

・平成26年１月末、水島港玉島地区６号及び４号埠頭の一体的運営を行う港湾運営会社設立 

 主な事業の進捗状況  総事業費559億円  既投資額423億円  平成29年度末現在の事業進捗率76％ 

 事業の進捗の見込み 
・岸壁（-12m）は平成25年度に暫定水深で供用開始、臨港道路は、平成28年度に供用開始

・プロジェクト全体は平成35年度の完了予定 

 コスト縮減や代替案 
 立 案 等 の 可 能 性 

 

 対 応 方 針 （ 原 案 ）  継続 

 対 応 方 針 理 由  十分な事業の投資効果が見込まれると判断でき、港湾管理者からも早期完成が強く要望されて
いるため 

 そ の 他 （その他の指標による効果） 
（１）水島港周辺の物流機能の効率化が図られ、立地産業の競争力の向上を通じ、企業の新た

な投資や新規立地が進み、雇用の確保、税収の増加に寄与する 
（２）耐震強化岸壁の整備により、瀬戸内地域を含めた太平洋側が大規模地震により被災した

際のリダンダンシー確保に寄与することが期待される 
（３）橋梁に自転車歩行者道を整備することにより、自転車や歩行者の交通に対する安全性の

向上が図られるとともに、移動距離の短縮による利便性の向上が期待される 
（４）臨港道路の整備により既存橋梁部の交通量が分散され、騒音や振動の軽減が期待される
（５）移動距離の短縮や交通渋滞の緩和などでＣＯ2、ＮＯｘ及びＳＰＭ（浮遊粒子状物質）

等の排出ガスの低減が期待される 
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．
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２
．
水
島
港
の
概
要

水
島
港

国
際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
・
臨
港
道
路
整
備
事
業

○
水

島
港

の
背

後
圏

（
水

島
工

業
地

帯
）
の

製
品

出
荷

額
は

約
4
.4
兆

円
で
、
岡

山
県

全
体
の
5
2
.8
%
を
占
め
て
お
り
、
岡
山
県
の
製
造
業
の

拠
点
と
な
っ
て
い
る
。

○
水

島
地

区
は

、
自

動
車

・
石

油
・
鉄

鋼
関

連
企

業
が

立
地

す
る
製

造
業

の
拠

点
と
な
っ
て
い
る
。
一

方
、
玉

島
地

区
は

、
物

流
拠

点
と
な
っ
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お
り
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島
地

区
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す
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企
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材
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⽯
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⽔
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⽤
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⽤
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⽟
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．
水
島
港
の
課
題
と
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業
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目
的
・
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要

水
島
港
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際
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備
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⽔
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⽬
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⼤
型
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③
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⽣
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25
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⽉
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⽤
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島
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29
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倉
敷
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な
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渡
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◇
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◇
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］
【
国

】
荷
役
機
械
【
県
】

ふ
頭
用
地

【
県

】
泊

地
(水

深
1
2
m
）
【
国
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岸
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用
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備
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了
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成
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8
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港
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用
（
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月
2
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日
）

・
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成
3
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整
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定
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事
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2
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際
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ナ
ル
・
臨
港
道
路
整
備
事
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5．
事
業

の
効

果
①

（
海
上
輸
送
コ
ス
ト
の
削
減
効
果
）

①
船

舶
の

大
型

化
に
よ
る
海

上
輸

送
の

効
率

化
（
外

貿
ダ
イ
レ
ク
ト
貨

物
（
東

南
ア
ジ
ア
航

路
1
6
,4
4
7
T
E
U
）
）

（
外

貿
ダ
イ
レ
ク
ト
貨

物
（
中

国
航

路
1
7
,5
0
9
T
E
U
）
）

W
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h
o
u
t時

：
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型
船

舶
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用
W
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h
時

：
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型
船

舶
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用

②
輸
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ル
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更
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よ
る
陸

上
・
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上
輸

送
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効
率

化
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海

上
輸

送
へ

の
転

換
、
ダ
イ
レ
ク
ト
輸

送
8
,8
7
0
T
E
U
）

W
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h
o
u
t時

：
他

港
へ
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陸

上
輸
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W
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時
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他

港
へ

の
内

航
輸

送

W
it
h
o
u
t時

：
フ

ィ
ー

ダ
ー

輸
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W
it
h
時

：
ダ

イ
レ

ク
ト

輸
送

ル
ー

ト
変

更
①

：
陸

上
輸

送
か

ら
海

上
輸

送
へ

の
転

換
5
,0

2
0
T
E
U

ル
ー

ト
変

更
②

：
他

港
海

上
フ

ィ
ー

ダ
ー

輸
送

か
ら

水
島

港
ダ

イ
レ

ク
ト

輸
送

へ
の

転
換

3
,8

5
0
T
E
U

海
上

輸
送

コ
ス

ト
削

減
便

益
（

①
＋

②
）

1
3
億

円
（

年
間

）
①

船
舶

大
型

化
に

よ
る

便
益

7
.
6
億

円
（

年
間

）
②

輸
送
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ー

ト
の

変
更

に
よ
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便

益
5
.
4
億

円
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間
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益

（
施
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供
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2
2
8
億

円
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水
島
港
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際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
・
臨
港
道
路
整
備
事
業

玉
島
地
区
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島
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倉
敷
み
な
と
大
橋

自
動
車

工
場

石
油
化
学

工
場

水
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ブ
リ
ッ
ジ
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経
路
変
更

【
自

動
車

メ
ー
カ
ー
へ

の
ヒ
ア
リ
ン
グ
結

果
】

・
玉
島
ハ
ー
バ
ー
ア
イ
ラ
ン
ド
へ
の
輸
送
は
、
供
用
開
始
し
た
臨
港
道
路
を
利
用
し

て
お
り
、
輸
送
距
離
が
短
く
な
る
ほ
か
、
信
号
の
通
過
箇
所
が
少
な
く
な
る
（
1
2

箇
所

→
3箇

所
（9
箇
所
減
少
）
）
の
で
、
予
想
以
上
に
時
間
短
縮
と
な
っ
て
い
る
。

輸
送

時
間

の
短

縮
（
約

5分
短
縮
）

輸
送

距
離

の
短

縮
（
約

2.
5k

m
短
縮
）

○
倉

敷
み

な
と
大

橋
は

、
水

島
港

の
水

島
地

区
と
玉

島
地

区
を
結

ぶ
臨

港
道

路
と
し
て
平

成
2
9
年

3
月

2
5
日

に
開

通
。

○
倉

敷
み

な
と
大

橋
に
よ
り
、
水

島
地

区
と
玉

島
地

区
間

の
輸

送
距

離
・
時

間
が

短
縮

さ
れ

、
陸

上
輸

送
コ
ス
ト
が

削
減

。
（
輸

送
距

離
は

1
1
.5
km

→
9
.0
km

（
2
.5
km

短
縮

）
、
輸
送
時
間
は
1
7
分

→
1
2
分

（
5
分

短
縮

））

自
動
車
タ
ー
ミ
ナ
ル

コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル

５
．
事
業
の
効
果
②

（
自

動
車

交
通

の
円

滑
化

効
果

）

自
動
車
交
通
円
滑
化
効
果
便
益
（
①
＋
②
＋
③
）

4
9
億
円
（
年
間
）

①
輸
送
・
移
動
費
用
便
益

4
.
5
億
円
（
年
間
）

②
輸
送
・
移
動
時
間
費
用
便
益

4
3
.
2
億
円
（
年
間
）

③
交
通
事
故
損
失
額
削
減
便
益

0
.
9
億
円
（
年
間
）

総
便
益
（
施
設
供
用
期
間
）

1
,
0
1
6
億
円
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５
．
事
業
の
効
果
③

（
大

規
模

地
震

発
生

時
の

コ
ス
ト
削

減
効
果
）

水
島
港

国
際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
・
臨
港
道
路
整
備
事
業

大
規
模
地
震
発
生
時
の
緊
急
物
資
・
一
般
貨
物
輸
送
コ
ス
ト
削
減
効
果

W
ith

ou
t時

（
整

備
前

）
：
緊

急
物

資
や

企
業

取
扱

貨
物

の
海

上
輸

送
が

不
可
で
あ
り
代

替
輸

送
を
余

儀
な
く
さ
れ

る

W
ith

時
（
整

備
後

）
：
緊

急
物

資
や

企
業

取
扱

貨
物

の
海

上
輸

送
が

可
能

と
な
り
輸

送
コ
ス
ト
が

削
減

さ
れ

る

W
it
h
o
u
t時

：
代

替
港

を
利

用
W
it
h
時

：
水

島
港

を
利

用

被
災

地
域

被
災

者

水
島
港

ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
に
よ
る
代

替
輸

送
（
発

災
1
～

2
日

目
）

緊
急

物
資

海
上
輸
送

（
発

災
3
日

目
～

１
ヶ
月

）

境
港

コ
ン
テ
ナ
貨

物

被
災

地
域

水
島
港

背
後
企
業

境
港

海
上
輸
送

（
発

災
１
ヶ
月

以
降

）

被
災

地
域

水
島
港

《
発

災
1
日

目
～
１
ヶ
月

》
《
発

災
１
ヶ
月

～
２
年

》

陸
上
輸
送

（
発

災
1
日

目
～

1
ヶ
月

）

海
上
輸
送

（
発

災
1
日

目
～

1
ヶ
月

）

被
災

者

被
災

地
域

水
島
港

陸
上
輸
送

（
発

災
１
ヶ
月

以
降

）

背
後
企
業

陸
上
輸
送

（
発

災
１
ヶ
月

以
降

）

海
上
輸
送

（
発

災
１
ヶ
月

以
降

）

緊
急

物
資

コ
ン
テ
ナ
貨

物

《
発

災
1
日

目
～

１
ヶ
月

》
《
発

災
１
ヶ
月

～
２
年

》

物
資
輸
送
コ
ス
ト
削
減
便
益
（
2
年
間
）

1
2
4
億
円

※

地
震
確
率
考
慮
後
便
益
（
代
表
年
）

3
億
円

総
便
益
（
施
設
供
用
期
間
）

5
8
億
円

※
費
用
便
益
分
析
に
お
い
て
は
、
便
益
に
対
し
大
規
模
地
震
が
発
生
す
る
確
率
を
乗
じ
て
算
出
を
行
う
。

対
象

貨
物

緊
急

物
資

大
規
模
地
震
発
生
時
の
施
設
被
害
回
避
便
益

W
ith

ou
t時

（
整

備
前

）
：
施

設
が

損
壊
し
、
復
旧
に
よ
る
支

出
が

発
生

W
ith

時
（
整

備
後

）
：
施

設
が

損
壊
を
免
れ

、
復
旧
に
よ
る
支

出
を
回

避

水
島
港

背
後

圏
(倉

敷
市

、
浅

口
市

、
里

庄
町

)
対

象
人

口
：
約

1
4
万

人
/
約

5
3
万

人

水
島

港
の

耐
震

強
化

岸
壁

4
バ

ー
ス
の

延
長

按
分

（
未

整
備

含
む
）

コ
ン
テ
ナ
貨

物

水
島
港
発
着
貨
物

約
7
5
千
T
E
U
/
年

施
設
被
害
回
避
便
益
（
2
年
間
）

2
1
億
円

※

地
震
確
率
考
慮
後
便
益
（
代
表
年
）

1
億
円

総
便
益
（
施
設
供
用
期
間
）

1
0
億
円
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６
．
投
資
効
果

水
島
港

国
際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
・
臨
港
道
路
整
備
事
業

費
用

対
効

果
分

析
結

果

感
度
分
析
結
果
（
Ｂ
／
Ｃ
に
よ
る
分
析
）

※
端

数
処

理
の

た
め
、
各

項
目

の
金

額
の

和
は

必
ず
し
も
合

計
と
は

な
ら
な
い
。

※
本
表
中
の
額
は
、
平
成
2
9
年
度
を
基
準
年
と
し
現
在
価
値
化
し
た
後
の
も
の
で
あ
る
。

※
残
事
業
便
益
の
算
定
の
考
え
方
：

残
事
業
の
投
資
効
率
性
は
、
事
業
を
継
続
し
た
場
合
に
追
加
的
に
必
要
と
な
る
費
用
と
追
加
的
に
発
生
す
る
便
益
の
み
を
対
象
と
し
て

分
析

を
行

う
こ
と
と
さ
れ

て
お
り
、
「
海

上
輸

送
コ
ス
ト
削

減
便

益
」
を
対

象
便

益
と
し
て
い
る

－
1
0
%

＋
1
0
%

－
1
0
%

＋
1
0
%

需
要

量
1
.9

2
.3

1
.1

1
.4

事
業

費
2
.3

1
.9

1
.3

1
.2

事
業

期
間

2
.1

2
.1

1
.3

1
.2

要
因

事
業
全
体

残
事
業

内
容

事
業
全
体

残
事
業

総
便
益

(B
)

1,
31

5億
円

15
6億

円

海
上
輸
送
コ
ス
ト
削
減
便
益

22
8億

円
15

6億
円

自
動
車
交
通
円
滑
化
効
果
便
益

1,
01

6億
円

―
億
円

大
規
模
地
震
発
生
時
の
物
資
輸
送
コ
ス
ト
削
減
便
益

58
億
円

―
億
円

大
規
模
地
震
発
生
時
の
施
設
被
害
回
避
便
益

10
億
円

―
億
円

残
存
価
値

2億
円

―
億
円

総
費
用

(C
)

62
4億

円
12

3億
円

建
設
費

60
2億

円
10

9億
円

管
理
運
営
費

22
億
円

14
億
円

費
用
便
益
比

(B
/C

)
2.

1
1.

3
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７
．
今
後

の
対

応
方

針
（
原
案
）

水
島
港

国
際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
・
臨
港
道
路
整
備
事
業

①
事

業
の

必
要

性
等

の
視

点

１
）
事
業
を
巡
る
社
会
経
済
情
勢
等
の
変
化

２
）
事

業
の

投
資

効
果

費
用

便
益

費
（
Ｂ
／

Ｃ
）

＝
２
．
１
（
事

業
全

体
）

１
．
３
（
残

事
業

）

３
）
事

業
の

進
捗

状
況

◇
総

事
業

費
：
5
5
9
億

円
（
既

投
資

額
：
4
2
4
億

円
）

◇
残

事
業

費
：
1
3
5
億

円
◇

事
業

進
捗

率
：

7
6
％

（
平

成
2
9
年

度
末

見
込

み
）

②
事

業
の

進
捗

の
見

込
み

【
今
後
の
対
応
方
針
（
原
案
）
】

上
記
①
、
②
の
各
視
点
に
よ
り
、
効
果
が
十
分
に
見
込
ま
れ
る
と
判
断
で
き
、
港
湾
利
用
者
か
ら
も
早
期
完
成
が
強
く
要
望

さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
継
続
が
妥
当

１
．
再

評
価

の
視

点

２
．
港

湾
管

理
者

（
岡

山
県

）
へ

の
意

見
照

会
結

果
対

応
方

針
（
原

案
）
に
つ
い
て
は

異
存

あ
り
ま
せ

ん
。

水
島

港
の

機
能

強
化

を
図

る
た
め
、
玉

島
地

区
に
お
け
る
国

際
物

流
タ
ー
ミ
ナ
ル

・
臨

港
道

路
の

整
備

は
、
本

県
に
と
っ
て
極

め
て
重

要
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
事

業
継

続
は
妥
当
で

あ
る
。
遅

滞
な
く
整

備
促

進
を
お
願

い
し
た
い
。

◇
平

成
2
3
年

５
月

、
水

島
港

が
国

際
バ

ル
ク
戦

略
港

湾
（
穀

物
、
鉄

鋼
）
に
選

定
◇

平
成

2
6
年

１
月

水
島

港
玉

島
地

区
ふ

頭
の

一
体

的
運

営
を
行

う
港

湾
運

営
会

社
が

設
立

国
際

物
流

タ
ー
ミ
ナ
ル

は
、
平

成
2
5
年

度
に
暫

定
水

深
で
供

用
済

み
（
暫

定
水

深
-
1
0
m
）
で
あ
り
、
臨

港
道

路
も
平

成
2
9
年

3
月

に
供

用
済

み
。
水

域
施

設
を
含
む
全

事
業
は

平
成

3
5
年

度
に
完

了
予

定
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８
．
前
回

評
価

時
と
の
比
較

事
項

前
回
評

価

（
H
2
6
再

評
価

）

今
回

評
価

（
H
2
9
再

評
価

）

備
考

（
要

因
等

）

事
業
諸
元

岸
壁

(-
1
2
m
）

泊
地

(-
1
2
m
）

航
路

(-
1
2
m
）

荷
役
機
械

ふ
頭
用
地

臨
港
道
路

岸
壁

(-
1
2
m
）

泊
地

(-
1
2
m
）

航
路

(-
1
2
m
）

荷
役

機
械

ふ
頭

用
地

臨
港

道
路

事
業
期
間

平
成

2
0
年

度

～

平
成

2
9
年

度

平
成

2
0
年

度

～

平
成

3
5
年

度

浚
渫

土
運

搬
場

所
の

調
整

に
よ
り
事

業
期

間
の

延
伸

が
必

要
と
な
っ
た
た
め
、
H
3
5
dに

事
業

期
間

を
延

伸
す
る
必

要
が

生
じ

た
。

総
事
業
費

（
現

在
価

値
化

前
）

5
5
9
億

円
5
5
9
億

円

総
費

用
（
C
)

5
7
8
億

円
6
2
4
億

円
現

在
価

値
化

の
基

準
年

変
更

（
H
2
6
→

H
2
9
）
の

た
め

総
便

益
（
B
)

1
,2
1
1
億

円
1
,3
1
5
億

円
貨

物
需

要
及

び
交

通
需

要
の

実
績

に
よ
る
見

直
し
、

現
在

価
値

化
の

基
準

年
変

更
（
H
2
6
→

H
2
9
）
の

た
め

費
用
便
益
比

（
B
/
C
）

２
．
１

２
．
１

水
島
港

国
際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
・
臨
港
道
路
整
備
事
業
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水島港玉島地区国際物流ターミナル・

臨港道路整備事業

〔岡山県への意見照会と回答〕
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（別紙）

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

水島港玉島地区国際物流ターミナル・
臨港道路整備事業

継続

■ご意見の送付期限　：　平成２９年１１月２０日（月）までにお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　　※様式自由

■送付先・お問い合わせ先

　　中国地方整備局　企画部企画課

　　　　　課長補佐　藤原　（内線：３１５３）

　　　　　施策分析評価係長　守川　（内線：３１８６）

　　ＴＥＬ：０８２－２２１－９２３１（代表）

　　ＦＡＸ：０８２－２２７－２６５１

　　〒730-8530　広島市中区上八丁堀6-30 広島合同庁舎２号館

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る対応方針（原案）を
　作成するためのものです。
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